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Ⅰ 宅地造成及び特定盛土等規制法について 

1. はじめに 

【法】 

（目的） 

第一条 この法律は、宅地造成、特定盛土等又は土石の堆積に伴う崖崩れ又は土砂の流出

による災害の防止のため必要な規制を行うことにより、国民の生命及び財産の保護を図

り、もつて公共の福祉に寄与することを目的とする。

解説 

宅地造成及び特定盛土等規制法（以下、盛土規制法）は宅地、農地、森林等の土地の用

途に関わらず、宅地造成等に伴う崖(がけ)崩れまたは土砂の流出による災害を防止するた

め、宅地造成等に関する工事等について必要な規制を定めた法律です。法では、市街地や

集落など、人家等がまとまって存在し、盛土等がされれば人家等に危害を及ぼしうるエリ

アを「宅地造成等工事規制区域」とし、一定規模以上の宅地造成等を行う場合には市長の

許可が必要であることを定めています。 

2. 宅地造成等工事規制区域 

【法】 
（第三章 宅地造成等工事規制区域） 

第十条 都道府県知事は、基本方針に基づき、かつ、基礎調査の結果を踏まえ、宅地造

成、特定盛土等又は土石の堆積（以下この章及び次章において「宅地造成等」という。）

に伴い災害が生ずるおそれが大きい市街地若しくは市街地となろうとする土地の区

域又は集落の区域（これらの区域に隣接し、又は近接する土地の区域を含む。第五項

及び第二十六条第一項において「市街地等区域」という。）であつて、宅地造成等に関

する工事について規制を行う必要があるものを、宅地造成等工事規制区域として指定

することができる。

解説 

国から示された「基礎調査実施要領」に従い、名古屋市内の都市計画区域等のう

ち、盛土等に伴う災害が発生する蓋然性のない区域が無いことから、市内全域を宅

地造成等工事規制区域とします。 

注：蓋然性のない区域とは、「土砂を運搬できる道路や建設工事等により土砂が発生する

場所から相当程度離れていること等により土砂が持ち込まれる可能性が無いエリア」 
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令和７年５月１９日以降 

盛土規制法により、名古屋市は市全域 326.50  が宅地造成等工事規制区域 

名古屋市内に特定盛土等規制区域や造成宅地防災区域の指定はありません。

注：造成宅地防災区域とは、宅地造成工事等規制区域外で宅地造成又は特定盛土等に伴う災

害の発生のおそれが大きい区域であって政令で定める基準に該当し、市長が指定する区域

です。 

図 1－1 宅地造成等工事規制区域 

参考 

これまでの宅地造成等規制法による宅地造成工事規制区域 

千種区内          10.60  （昭和37年 9月18日指定） 

昭和区内           2.34  （昭和37年 9月18日指定） 

瑞穂区内           2.06  （昭和37年 9月18日指定） 

守山区内          12.18   (昭和 40 年 9 月 1 日指定） 

緑 区 内          29.21    昭和 38 年 11月 29 日指定 

                  昭和 40 年 9 月 1 日指定 

名東区内（旧千種区の一部）         15.55   (昭和 37 年 9月 18 日指定） 

天 白 内（旧昭和区の一部）          17.00   (昭和 37 年 9 月 18 日指定） 

                    計   88.94  

―凡例―

宅地造成等工事規制区域
（盛土規制法）

宅地造成工事規制区域
（宅地造成等規制法）
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3. 許可を要する工事 

【法】 

（宅地造成等に関する工事の許可） 

第十二条 宅地造成等工事規制区域内において行われる宅地造成等に関する工事につい

ては、工事主は、当該工事に着手する前に、主務省令で定めるところにより、都道府県

知事の許可を受けなければならない。ただし、宅地造成等に伴う災害の発生のおそれが

ないと認められるものとして政令で定める工事については、この限りでない。

解説 

この法律が適用されるのは、次の（1）、（2）、（3）の全てに該当する場合です。 

（1）許可の対象となる区域 

盛土規制法により市長が指定した宅地造成等工事規制区域（以下「規制区域」）内 

3 ページ参照。 

（2）許可の対象となる土地 

  道路、公園、河川その他法令で定める公共施設用地以外の土地 
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（3）許可を要する工事（政令第 3条）

  土地の形質の変更で次のア、イ、ウ、エ、オのいずれかに該当する工事です。 

図 1－2 許可を要する工事

ウ 盛土と切土を同時にする場合で、その部分に高さが 2ⅿを超える崖ができるもの。（前ア、

イに該当する盛土又は切土を除く。） 

エ 盛土の場合で、高さが 2ⅿを超えるもの（前ア、ウを除く）。 

オ ア、イ、ウ、エのどれにもあてはまらない盛土または切土であって、盛土又は切土をする

土地の面積の合計が 500ⅿ2を超えるもの。なお、盛土又は切土をする前後の地盤面の標高差が

30cm 以下の範囲はその面積に含まない。 

【補足】 

許可申請書の９欄ロに記載する盛土

又は切土をする土地の面積について

は、標高差 30cm 以下の範囲も面積も含

めてください。 

許可手数料はこの面積（30cm 以下も含

めた）により区別されます。 

ア 盛土の場合で、その部分に

高さが 1ⅿを超える崖ができ

るもの。

イ 切土の場合で、その部分に

高さが 2ⅿを超える崖ができ

るもの。 

1m以下 

【補足】 

盛土と切土をした部分にでき

る崖の高さが2m以下であっても、

盛土部分に高さが 1m を超える崖

が生じる場合は許可を要する工

事に該当します。 
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補足 

 盛土又は切土をする土地の面積の考え方（造成面積） 

 盛土または切土する土地の面積は、造成工事に伴い切土または盛土が生ずる部分の水平投

影面積です。ただし、建築物の建築自体と不可分な一体の工事と認められる盛土、切土は含

みません。 

図 1－3 造成面積の考え方 

【補足】 

ドライエリア

については、底版

があり、周囲が建

物一体擁壁で囲

まれている範囲

は造成面積に含

まれない。 【補足】 

建物下の切土範囲は造成面積に含めない。 
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4. 許可を要する工事の技術的基準等 

【法】 

(宅地造成等に関する工事の技術的基準等) 

第十三条 宅地造成等工事規制区域内において行われる宅地造成等に関する工事(前条第一

項ただし書に規定する工事を除く。第二十一条第一項において同じ。)は、政令(その政

令で都道府県の規則に委任した事項に関しては、その規則を含む。)で定める技術的基準

に従い、擁壁、排水施設その他の政令で定める施設(以下「擁壁等」という。)の設置そ

の他宅地造成等に伴う災害を防止するため必要な措置が講ぜられたものでなければなら

ない。

解説 

規制区域内において行われる宅地造成等に関する工事は政令で定める技術的基準に従い、

擁壁、排水施設その他の政令で定める施設の設置などが必要です。 

詳細は、別冊「宅地造成及び特定盛土等工事技術指針」（以下技術指針という。）を参照し

てください。 
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5. 許可を要しない土地及び工事

解説 

 以下の表に掲げる土地、工事及び行為については、宅地造成及び特定盛土等に関する工事の許

可は不要です。 

表 1－1 許可を要しない土地、工事及び行為 

区分 具体的な内容 

公共施設用地等 

(盛土規制法の対象外)

(法第2条第1項第1号、

政令第 2条、省令第1条

各項)

・道路、公園、河川、砂防設備、地すべり防止施設、海岸保全施設、津波

防護施設、港湾施設、漁港施設、飛行場、航空保安施設、鉄道、軌道、

索道、無軌条電車の用に供する施設、雨水貯留浸透施設、農業用ため

池、防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律第 2 条第 2 項に規

定する防衛施設 

・国又は地方公共団体が管理する学校、運動場、緑地、広場、墓地、廃棄

物処理施設、水道、下水道、営農飲雑用水施設、水産飲雑用水施設、農

業集落排水施設、漁業集落排水施設、林地荒廃防止施設、急傾斜地崩

壊防止施設 

災害の発生するおそ

れがないと認められ

る工事 

(法第 12 条第 1項、法第

27 条第 1項、法第 30 条

第１項、政令第 5条第 1

項、政令第 27 条、 

政令第 27 条第1項､

省令第 8条第 1項)

・鉱山保安法に基づく鉱物の採取（鉱業上使用する特定施設の設置の工

事等） 

・鉱業法に基づく鉱物の採取（認可を受けた施業案の実施に係る工事） 

・採石法に基づく岩石の採取（認可を受けた採取計画に係る工事） 

・砂利採取法に基づく砂利の採取（認可を受けた採取計画に係る工事） 

・土地改良法に基づく土地改良事業（農業用用排水施設の新設等）等 

・火薬類取締法に基づく火薬類の製造施設の周囲に設置する土堤の設置

等 

・家畜伝染病予防法に基づく家畜の死体等の埋却 

・廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づく廃棄物の処分等 

・土壌汚染対策法に基づく汚染土壌の搬出又は処理等 

・平成 23 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発

電所の事故により放出された放射性物質による環境の汚染への対処に

関する特別措置法に基づく廃棄物又は除去土壌の保管又は処分 

・森林の施業を実施するために必要な作業路網の整備に関する工事 

・国若しくは地方公共団体又は次に掲げる法人が非常災害のために必要

な応急措置として行う工事 

イ 地方住宅供給公社 

ロ 土地開発公社 

ハ 日本下水道事業団 

ニ 独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構 

ホ 独立行政法人水資源機構 

ヘ 独立行政法人都市再生機構 

・宅地造成又は特定盛土等(令第 3条第 5号の盛土又は切土に限る。)に

関する工事のうち、高さが 2m 以下であつて、盛土又は切土をする前

後の地盤面の標高の差が 30cm を超えない盛土又は切土をするもの 
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みなし許可となる工

事 

(法第 15 条、法第 34 条)

・国又は都道府県、指定都市若しくは中核市が行う宅地造成等に関する

工事について、許可権者である都道府県知事との協議が成立した工事 

・都市計画法第 29 条第 1項、第 2項の許可を受けて行われる工事 

その他法の対象外と

なる行為 

・農地及び採草放牧地において行われる通常の生産及びほ場管理等のた

めの営農行為(注 1)（耕起、整地、畝立、けい畔補修、表土の補充で

あってその前後の土地の地盤面の標高差が 30cm を超えないもの） 

・自然崖を保護するための擁壁等の設置 

その他法の対象外と

なる行為 

・自然災害により被災した宅地や農地等の土地を原状回復する行為 

・建築物等の工作物の建築・築造に伴う掘削および埋戻し 

・地中埋設物（建築物の基礎等）の撤去のための床堀及び埋戻し 

・建築物等の工作物の解体工事により崖面が生じる工事 

注１:詳しくは農業委員会事務局へ事前にご相談ください。 
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Ⅱ 許可申請の流れについて 

1.  許可申請の流れ フロー図 

図 2－1 許可申請の流れ フロー図

許可申請前

許可申請

工事着手

工事完了

土地所有者等の同意

周辺住民への事前周知

許可基準への適合

市長の許可

現場での標識設置

一定規模以上の場合 

定期報告

中間検査及び段階確認

完了検査

許可申請の事前審査

盛土等を行う土地の所有者等全員の同意

周辺地域の住民等に対し、工事内容を周知

【許可基準】

災害防止のための技術的基準に適合すること

工事主は必要な資力・信用を有すること

工事施行者は必要な能力を有すること

土地の所有者等全員の同意を得ていること

工事主の氏名、盛土等が行われる土地の所在地等を公表します

工事現場の見やすい場所に、当該工事に係

る許可を受けている旨の表示

工事の施工状況について３ヶ月ごとに報告

工事完了後に確認困難となる工程につい

て、検査又は確認

技術的基準や許可条件等への適合について検査

許可申請

標準処理

期間30日 

検査済証交付 検査の結果、技術的基準等に適合している

ことが確認できれば検査済証を交付します
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2. 許可申請の事前審査 

【省令】 

(宅地造成等に関する工事の許可の申請) 

第七条 宅地造成又は特定盛土等に関する工事について、法第十二条第一項の許可を受けよう

とする者は、別記様式第二の申請書の正本及び副本に、次に掲げる書類を添付して、都道

府県知事(指定都市又は中核市の区域内の土地については、それぞれ指定都市又は中核市の

長。以下同じ。)に提出しなければならない。 

解説 

 許可の申請をする前に、申請書ほか図面及び書類一式を確認しますので市担当者の予約をとり、

開発指導課までお持ち下さい。（土地の所有者等の同意、周辺住民への事前周知、委任状及び隣地

所有者の承諾書は許可申請時の提出でも可。） 
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表 2－1 申請書及び添付する図面           

※ 申請書類がすべて揃っていることを確認し、番号順に綴って申請してください。 

欄
No 図面の名称 縮尺 明示すべき事項 備  考 

□ 1 
許可申請書 

(省令様式第 2) 

P46 許可申請書記入例参照 

□ 2 位 置 図 

1/ 

2500 

以上 

(1) 方 位 

(2) 施行範囲を赤線で囲む 

(3) 道路、河川等の公共施設、その他目標と

なるもの 

□ 3 
土地の登記事項

証明書及び公図 

(1) 施行範囲(赤線で囲む) 

(2) 公図を保管する官庁名等 

(3) 公図を写した年月日 

・公図は最新(3 ヶ月以

内) 

・区画整理中のものは

区画整理組合のブロ

ック図 

□ 4 
地  形  図 

(現 況 図) 

1/100 

以上 

(1) 方 位 

(2) 土地の境界線（筆ごと） 

(3) 施行範囲(赤線で囲む) 

(4) 施行範囲内および周辺の道路、河川、水

路その他公共の用に供する施設 

(5) 施行範囲内及び、隣地境界附近の既存建

築物又は既存構造物、地形 

(6) 施行範囲内および隣地境界付近の地盤高

（地盤高が変化するごとに）の表示、断面

図における断面の位置とその記号 

・構造物とは 

擁壁、石積、塀、門、

車庫、階段、側溝等 

・隣接構造物の天端高

を記載

□ 5 
造成計画平面図 

(土地の平面図) 

1/100 

以上 

(1) 方 位 

(2) 土地の境界線（筆ごと） 

(3) 施行範囲（赤線で囲む） 

(4) 施行範囲内および、隣地境界附近の既存

建築物又は既存構造物、地形 

(5) 盛土、切土をする土地の部分の着色（盛

土は薄い赤色、切土は黄色） 

(6) 擁壁その他の構造物の位置、種類、高さ

および延長、擁壁及び排水施設について

は、申請書と照合できるように番号を付

すること。（許可を要する擁壁は赤色、任

意の擁壁は緑色に着色）、伸縮目地の位置

とその材質 

(7) 法面の勾配および保護方法 

(8) 宅地の計画高、造成しない部分の現況高、

隣地地盤高 

(9) BM の位置と高さおよび断面図における断

面の位置とその記号 

・義務擁壁構造概要の

記載（擁壁タイプ、

見かけ高等） 

見かけ高とは「擁壁

の背面地盤と前面

地盤との高低差 

(詳細は別添の許可申

請図書図面の見本を

参照) 

・擁壁のベースライン

を点線で図示 

・コーナー補強部分を

図示し、角度を明記 

・隣地擁壁の根入れも

確認しておくこと。 

・建物含む申請の場合

は、建物荷重 kN/m2

を明記 
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欄
No 図面の名称 縮尺 明示すべき事項 備  考 

□ 6 土 地 の 断 面 図 
1/100 

以上 

(1) 施行地区境界線（赤線） 

(2) 測点番号 

(3) 現況地形線（細く）、計画線（太く）及び

現況地盤高と計画地盤高 

  （斜面上（勾配１：４以上）に盛土をする

場合には、旧地盤を段切りする必要があ

り、その計画線） 

(4) 法または擁壁その他の構造物の種類、全

高、見かけ高さ、天端高、および根入れ寸

法（許可を要する擁壁は赤色に着色） 

(5) 盛土、切土をする土地の部分の着色（盛

土は薄い赤色、切土は黄色） 

･断面箇所は形状の変

化する箇所 

･影響する隣地形状及

び地盤高さも表示 

･根入れ基準（1.5m 先

かつ 0.4H）

□ 7 
排 水 施 設 の 

平 面 図 

1/100 

以上 

(1) 方 位 

(2) 施行範囲の境界（赤線） 

(3) 排水施設の位置(青色で着色）、種類、形

状、内法寸法、勾配、延長及び流水方向 

(4) 放流先の名称 

(5) 集水系統ブロック記号、集水方向 

(6) 土地の地表面（コンクリート打ち・砕石

敷・As 舗装、芝張等） 

･土地の面積が 

3,000 ㎡以上の場合

は、雨水排水計算書

が必要です。 

･側溝などに複数箇所

で接続する場合、排

水先の管理者に了解

を得てその旨を明記

（部署名、担当者名）

□ 8 崖 の 断 面 図 
1/50 

以上 

(1) 崖の高さ、勾配 

(2) 土質(土質の種類が二以上であるときは、

それぞれの土質及びその地層の厚さ) 

(3) 盛土又は切土をする前の地盤面並びに崖

面の保護の方法(石張り、芝張り、モルタ

ル吹付など) 

･擁壁又は崖面崩壊防

止施設で覆われる崖

面については、不要 

･盛土又は切土をした

部分に生ずる崖で崖

の高さに関わらない

（擁壁設置の義務が

ない場合の崖も） 

□ 9 

擁 壁 の 構 造 図

(擁壁の断面図）
1/20～

1/50 

(1) （鉄筋）コンクリート擁壁 

ア 形状、寸法および根入れ深さ 

イ 配筋図、かぶり寸法 

 ウ コーナー補強図 

エ 使用コンクリートの品質 

オ 水抜き穴の位置、材質および寸法 

カ 透水層の位置、構造および寸法 

キ 基礎構造の種類と寸法 

ク 構造計算擁壁で天端より土羽を打つ場

合はその勾配と高さ 

ケ 必要地耐力や地表面載荷重などの設計

条件 

(3) 練積み造擁壁 

ア 法勾配、高さ、根入れ深さ 

イ 材料の種類、品質及び寸法 

ウ 裏込コンクリートの品質と寸法（天端、

地盤面及び基礎位置） 

エ 基礎構造の種類と寸法 

オ 透水層の位置と寸法 

･大臣認定擁壁

ｱ 大臣認定書、工場評

定書及び仕様書を

添付

ｲ 標準構造図を添付

･透水マット使用時 

ｱ 透水マット協会の

認定書を添付 

ｲ 使用する製品の仕

様書（施工要領書）

を添付 
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欄
No 図面の名称 縮尺 明示すべき事項 備  考 

□ 10 擁 壁 の 展 開 図 
1/50 

以上 

(1) 擁壁の全高、見かけ高さ、根入れ寸法、延

長および種類 

(2) 水抜穴の位置「内径 75mm 以上、3 ㎡に 1

箇所以上、原則下方に千鳥配置」と明記 

(3) コーナー補強位置、伸縮目地位置、法面

の高さ 

(4) 擁壁前面及び背面の計画地盤線 

(5) 擁壁前面 1.5m 先かつ 0.4H 地盤線 

（擁壁の根入れ深さ確認のため） 

・許可を要する擁壁部

分を赤線で囲む 

・前面地盤線は黒実線 

・背面地盤線は黒点線 

・増打部は黒実線 

・天端カットは赤点線 

・詳細は別添の許可申

請図書図面の見本を

参照) 

・擁壁の根入れ考え方

は技術指針参照 

□ 11
崖面崩壊防止施

設 の 断 面 図 

1/20～

1/50 

(1) 崖面崩壊防止施設の寸法及び勾配 

(2) 崖面崩壊防止施設の材料の種類及び寸

法 

(3) 崖面崩壊防止施設を設置する前後の地盤

面 

(4) 基礎地盤の土質並びに透水層の位置及び

寸法 

□ 12
崖面崩壊防止施

設 の 背 面 図 

1/50 

以上 

(1) 崖面崩壊防止施設の寸法  

(2) 水抜き穴の位置、材料及び内径並びに透

水層の位置及び寸法 

□ 13 排水施設構造図 
 1/20～

1/50 

(1) 排水施設構造物 

ア 開渠、暗渠、堰堤、人孔、集水桝、吐口、

落差部構造等（桝等は、泥溜め深さを

150mm 以上確保） 

イ 形状と寸法 

ウ 使用材料 

エ 最終桝から放流箇所までの一連の断面 

□ 14 求 積 図 
1/500 

以上 

地形図又は計画平面図を利用してもよい。 

(1) 施行地区の面積（三斜法等） 

(2) 切土・盛土を行う土地の面積 

（三斜法、CAD による求積等） 

(3) 求積計算書および土量計算書 

・切土盛土区域の着色 

 切土 黄色 

 盛土 薄い赤色 

150mm
以上

・側溝面から管を出さ
ない

・管口はモルタル補修
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表 2－2 添付する資料

欄
No 書類名 必要となる場合 内  容 備  考 

□

15 工事主確認書類 

工事主が個人で

ある場合 

・住民票の写し若しくは個人番号

カードの写し又はこれらに類す

るものであって、氏名及び住所

を証する書類（住民票の写しは

個人番号が記載されていないも

の、個人番号カードは個人番号

カードの表面のみ） 

・直近 3 ヵ月以内の

もの 

□
工事主が法人で

ある場合 

(1)登記事項証明書 

(2)役員の住民票の写し若しくは

個人番号カードの写し又はこれ

らに類するものであって氏名及

び住所を証する書類（住民票の

写しは個人番号が記載されてい

ないもの、個人番号カードは個

人番号カードの表面のみ） 

・・直近 3 ヵ月以内の

もの 

・ここでの役員は、

株式会社であれば

会社法上の役員の

うちの取締役な

ど、法人の業務を

執行する者・事業

について決定権を

持つ者全員 

□ 16

工事主の資力及び信

用に関する申告書 

(細則第 4 号様式) 

全ての申請 

(1)法令による登録（建設業法、宅

地建物取引業法など） 

(2)納税額 

(3)宅地造成事業等の施行経歴（法

人の場合） 

□ 17
資金計画書 

(省令様式第 3） 
全ての申請 

(1)収支計画 

(2)年度別資金計画 など 

□ 18 工事主の納税証明書

工事主が個人で

ある場合 
・所得税の納税証明書 ・直近２カ年度分 

工事主が法人で

ある場合 
・法人税の納税証明書 ・直近２カ年度分 

□ 19
工事主の誓約書 

(第１号参考様式) 
全ての申請 

工事主が次のいずれにも該当し

ない者であることの誓約書 

(1) 破産手続開始の決定を受けて

復権を得ない者 

(2) 法又は法に基づく処分に違反

して罰金以上の刑に処せら

れ、その執行を終わり、又執行

を受けることがなくなった日

から 5年を経過しない者 

(3) 法第 12 条第 1 項、第 16 条第

1項の許可を取り消され、その

取り消しの日から 5 年を経過

しない者 

(4) 名古屋市暴力団排除条例第 2

条第 2 号に規定する暴力団員

又は同号に規定する暴力団員

でなくなった日から 5 年を経



17 

過しない者（以下「暴力団員

等」という。） 

(5) 法人であってその役員のうち

に(2)又は(4)に該当するもの

があるもの 

(6) 暴力団員等がその事業活動を

支配する者 

欄
No 書類名 必要となる場合 内  容 備  考 

□ 20
関係権利者同意書 

(細則第 3号様式） 
全ての申請 

(1)土地の所有権、地上権、質権、

賃借権、使用貸借による権利又

はその他の使用及び収益を目

的とする権利を有する者のす

べての同意 

関係権利者の同意は実印で押印

(2)印鑑証明書（同意日の３ヶ月前

以降に発行されたもの） 

・許可申請後に権利

が移転した場合

は、新たな権利者

の同意を得る必要

があります。 

・工事主が土地の所

有者の場合は、工

事主も実印で押印

が必要 

□ 21

工事施行者の施行

能力に関する申告書

(細則第 5号様式) 

全ての申請 
・法令による登録、主な宅地造成事

業等の施行経歴など 

・許可申請時に工事

施行者が未定の場

合、施工者が決定

しだい届出 

□ 22
周辺住民周知報告書

（第 3号参考様式） 
全ての申請 

・当該工事の土地の周辺地域の住

民に対し、工事内容を周知する

ために行った措置及びその内容

の報告書 

・周知例22ページ参

 照 

□ 23

設計者の資格に関す

る証明書  

(任意様式) 

･擁壁の見かけ

高さが 5m 越え

の場合 

･盛土又は切土

の面積が 1,500

㎡超えの場合 

・図面を作成した者が政令第 22 条

各号に掲げる資格を有する者で

あることを証する書類 

・見かけ高さとは擁

壁の背面と前面の

地盤高低差    

・この面積は申請書

10 欄ロの項目と

同じで 0 ㎜を超え

る盛土切土をする

面積 

□ 24
擁壁の構造計算書 

(任意様式) 

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造又

は無筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造

の擁壁を設置す

る場合 

・擁壁の概要、構造計画、応力算定

及び断面算定を記載した構造計

算書 

・名古屋市型擁壁ま

たは大臣認定擁壁

を使用する場合は

不要 

□ 25
のり面の安定計算書

(任意様式) 

のり高が 15ⅿ

を超える場合な

ど 

・土質試験その他の調査又は試験

に基づく地盤の安定計算書 

・詳しくは技術指針

を参照 

□ 26
現況写真 

(任意様式) 
全ての申請 

(1)当該土地及びその付近の状況

を明らかにする写真 

(2)写真撮影箇所図 

（地形図（現況図）を元図とし、

それぞれの撮影箇所を明示） 

・直近 3 ヵ月以内の

もの 

・撮影箇所 

ア 土地の全景 

イ 隣地境界付近 

ウ 高低差のある部分

エ 既存構造物など 
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欄
No 書類名 必要となる場合 内  容 備  考 

□ 27
委任状 

(任意様式) 

工事主が申請手

続き、許可証等

の受領や検査の

立ち合いを委任

する場合など 

記載事項 

・委任者、受任者 

・委任事項 

（申請書等の提出、許可書の収受

及び検査の立ち合いなど） 

・委任状作成日 

・委任者の連絡先電話番号 

・許可申請をした土地の所在地及

び地番   

等必要な事項 

・許可証等の受領時

は、受任者である

ことを確認するた

め、委任状の写し

を提示してくださ

い。 

□ 28
隣地所有者の承諾書 

(任意様式) 

･当該地の造成

によりやむを得

ず隣地を造成す

る場合 

･擁壁の設置に

より隣地に上載

荷重の制限など

が生じる場合な

ど 

隣地所有者の承諾書 

・隣地(造成協力地)

の造成も申請書10

欄ロの「盛土又は

切土をする土地面

積」に含めます。 

※ 申請書類がすべて揃っていることを確認し、番号順に綴って申請してください。 

※ 図面等には、名称および番号を付し、A4 版に折り、左綴じとしてください。 

※ 図面の描き方は、本手引き P48、49 の図面記載例を参照してください。 

※ 土地区画整理組合においては、地番該当証明書及び仮換地については仮換地証明書、保留地

については保留地証明書が必要です。 

※ 工事の計画を変更する場合には、工事の変更許可申請書とともに、工事の計画の変更に伴い

その内容が変更される書類を添付して、提出してください。 
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3． 名古屋市型の擁壁使用時の注意事項 

補足 

名古屋市型の擁壁は右下の設計条件（擁壁のタイプや規模により異なる）を基に作成していま

す。利用される際は、工事する場所の土質や使用材料等が設計条件に適合することを確認のう

え、チェック欄にチェックをして申請書に添付してください。

チェック欄
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4. 土地所有者等の同意 

【法】 

(宅地造成等に関する工事の許可) 

第十二条 

 略 

２ 都道府県知事は、前項の許可の申請が次に掲げる基準に適合しないと認めるとき、又はそ

の申請の手続がこの法律若しくはこの法律に基づく命令の規定に違反していると認めると

きは、同項の許可をしてはならない。 

一～三 略 

四 当該宅地造成等に関する工事(土地区画整理法(昭和二十九年法律第百十九号)第二条第

一項に規定する土地区画整理事業その他の公共施設の整備又は土地利用の増進を図るため

の事業として政令で定めるものの施行に伴うものを除く。)をしようとする土地の区域内の

土地について所有権、地上権、質権、賃借権、使用貸借による権利又はその他の使用及び収

益を目的とする権利を有する者の全ての同意を得ていること。

解説 

工事の許可申請にあたっては、事前に当該の土地について以下①、②のすべての権利者の同意

が必要です。 

(1)土地の所有権、地上権、質権（当該土地を占有する不動産質権者に限る）、賃借権、使用貸

借権を有する者

(2)(1)のほか、使用収益権（永小作権、地役権（内容に応じて同意が必要）等）を有する者 

なお、抵当権、根抵当権、先取特権等の担保物権（当該土地を悠々する不動産質権者を除く）

についての同意及び建築物又は工作物のみに係る権利者（賃貸住宅の賃借人等）の同意は不要で

す。 

《提出書類一覧》 

提出書類一覧 

・関係権利者同意書（細則第 3号様式） 

 ※同意者は実印で押印してください。 

・同意者の印鑑証明書（同意日の３ヶ月前以降に発行されたもの）
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5. 周辺住民への事前周知 

【法】 

(住民への周知) 

第十一条 工事主は、第十二条第一項許可の申請をするときは、あらかじめ、主務省令で定め

るところにより、宅地造成等に関する工事の施行に係る土地の周辺地域の住民に対し、説明

会の開催その他の当該宅地造成等に関する工事の内容を周知させるため必要な措置を講じな

ければならない。

解説 

工事の許可申請にあたって工事主は、事前に工事をする土地の周辺地域の住民に対し、工事の

内容を周知させるための措置を講じる必要があります。 

《周知方法》 

周知の方法は①～③のいずれかにより行ってください。 

ただし、政令７条２項２号に規定する土地（渓流等）において高さが１５ⅿを超える盛土

をする場合は①が必須となります。 

① 工事の内容について説明会を開催 

② 工事の内容を記載した書面を、当該土地の周辺地域の住民に配布すること。 

③ 工事の内容を当該工事の施行に係る土地又はその周辺の適当な場所に掲示するとともに、

当該内容をインターネットを利用して住民の閲覧に供すること。 

《周知を必須とする工事内容》 

・ 工事主の氏名又は名称 

・ 工事が施行される土地の所在地 

・ 工事施行者の氏名又は名称 

・ 工事の着手予定日及び完了予定日 

・ 盛土又は切土の高さ 

・ 盛土又は切土をする土地の面積 

・ 盛土又は切土の土量 

《提出書類一覧》 

提出書類一覧 

・周辺住民周知報告書（第 3号参考様式） 
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参考               

図 2－2 配布書面の例 

補足  

 周知範囲の考え方は下記を参考にしてください。 

表 2－3 周知を行う範囲 

盛土等 

の区分 
周知を行う範囲の考え方 参考図 

平地盛土 

勾配1/10以下の平

坦地において行わ

れる盛土で、谷埋

め盛土に該当しな

いもの 

切土 

・盛土等の境界（法尻）から盛土

等の最大高さｈに対して水平距離

2h 以内の範囲 

（※参考図 Lの範囲） 

かつ 

・盛土等を行う土地の隣接地 

（道路の向いを含む） 

腹付け盛土 

勾配1/10超の傾斜

地盤上において行

われる盛土で、谷

埋め盛土の該当し

ないもの 

・盛土のり肩までの高さ Hに対し

て盛土のり肩から下方の水平距離

5H 以内の範囲 

（※参考図 Iの範囲） 

かつ 

・盛土等を行う土地の隣接地 

（道路の向いを含む） 

谷埋め盛土 

谷や沢を埋め立て

て行う盛土 

・下流の渓床勾配が 2度以上の範

囲の中にその全部または一部が含

まれる自治会等の範囲 

かつ 

・盛土等を行う土地の隣接地 

（道路の向いを含む） 
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図 2―3周知範囲が分かる平面図のイメージ 

①  平地盛土、② 切土、③ 土石の堆積の場合 

ｈ
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④ 腹付け盛土の場合 
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6. 工事主の資力・信用 

【法】 

(宅地造成等に関する工事の許可) 

第十二条  

 略 

２ 都道府県知事は、前項の許可の申請が次に掲げる基準に適合しないと認めるとき、又はそ

の申請の手続がこの法律若しくはこの法律に基づく命令の規定に違反していると認めると

きは、同項の許可をしてはならない。 

一 略 

二 工事主に当該宅地造成等に関する工事を行うために必要な資力及び信用があること。 

解説 

工事の許可申請に当たっては、工事を行うために必要な資力及び信用が工事主に求められます。 

提出された資料により、工事主の資力及び信用を確認します。 

なお、過去に法に基づく是正措置命令を受け、措置が完了していない場合には、資力又は信用が

ないものとみなすことがあります。 

《提出書類一覧》 

提出書類一覧

・工事主の資力及び信用に関する申告書（細則第 15 号様式） 

・資金計画書（省令別記様式第 3） 

・工事主が次の①から⑥に該当しないことを誓約する書類（第 1号参考様式） 

 ① 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

 ② 法又は法に基づく処分に違反して罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を

受けることがなくなった日から 5年を経過しない者 

③ 法第 12 条、第 16 条、第 30 条又は第 35 条の許可を取り消され、その取消しの日から 5 年を

経過しない者（当該許可を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの処分に

係る行政手続法（平成 5 年法律第 88 号）第 15 条の規定による通知があった日前 60 日以内

に当該法人の役員であった者で当該取消しの日から 5年を経過しない者を含む。） 

④ 名古屋市暴力団排除条例（平成 24 年名古屋市条例第 19 号）第 2 条第 2 号に規定する暴力団

員又は同号に規定する暴力団員でなくなった日から 5年を経過しない者 

⑤ 法人であって、その役員のうちに①に該当する者があるもの 

⑥ 暴力団員等がその事業活動を支配する者 

工事主が法人の場合 工事主が個人の場合 

・法人の登記事項証明書 

・役員の住民票もしくは個人番号カードの写し等 

 (株式会社であれば会社法上の役員のうちの取

締役など、法人の業務を執行する者・事業につい

て決定権を持つ者全員) 

・直近 2年分における法人税の納税証明書 

・住民票もしくは個人番号カードの写し等 

・直近 2年分における所得税の納税証明書 



26 

7. 工事施行者の能力 

【法】 

（宅地造成等に関する工事の許可） 

第十二条 １ 略 

２ 都道府県知事は、前項の許可の申請が次に掲げる基準に適合しないと認めるとき、又はそ

の申請の手続がこの法律若しくはこの法律に基づく命令の規定に違反していると認めるとき

は、同項の許可をしてはならない。 

 一 略 

 二 略 

 三 工事施行者に当該宅地造成等に関する工事を完成するために必要な能力があること。

解説 

工事の許可申請に当たっては、工事施行者に工事を完成するために必要な能力が求められます。 

工事施行者の施行能力については、工事施行者の施行能力に関する申告書（名古屋市宅地造成

及び特定盛土等規制法等施行細則別記第 5号様式）、法令等（建設業法等）の登録がある場合はそ

の免許証により確認します。 

補足 

表 2－4 建設業許可の業種例 

建設工事の種類 工事の内容 

土木一式工事 
総合的な企画、指導、調整のもとに土木工作物を建設する工

事（解体等を含む） 

建築一式工事 
総合的な企画、指導、調整のもとに建築物を建設する工事 

とび・土工・コンクリート工事 
土砂の掘削、盛上げ、締固め、コンクリートにより工作物を

築造する工事、基礎的工事等 

石工 
石材（コンクリートブロックを含む）の積方により工作物を

築造する工事 

                             国土交通省 HPより抜粋加工 

《提出書類一覧》 

提出書類一覧 

・工事施行者の施行能力に関する申告書（細則別記第 5号様式） 

・法令等（建設業法等）の登録がある場合はその許可通知書の写し又は許可証明書など 
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8. 資格のある者の設計によらなければならない工事とその資格

【法】 

（宅地造成等に関する工事の技術的基準等） 

第十三条 １ 略 

２ 前項の規定により講ずべきものとされる措置のうち政令（同項の政令で都道府県の規則に

委任した事項に関しては、その規則を含む。）で定めるものの工事は、政令で定める資格を有

する者の設計によらなければならない。

解説 

下記（1）、（2）に該当する工事である場合には、次の資格のある者の設計による。 

（1） 見かけ高さが 5メートルを超える擁壁の設置 

（2） 盛土又は切土をする土地の面積が 1,500 ㎡を超える土地における排水施設の設置 

補足 

見かけ高さとは擁壁の背面と前面の地盤高低差

表 2－5 設計者の資格 

学校卒業学部課程 修業年限 
土木又は建築に

関する実務経験 

大学（短大を除く）・旧大学令による大学 士木又は建築に関す

る過程 
正規の過程 2 年以上 

短期大学（夜間を除く） 同上 3 年 3 年以上 

短期大学・高等専門学校・旧専門学校令による専門学校 同上 正規の過程 4 年以上 

高等学校・中等教育学校・旧中等学校令による中等学校 同上 同上 7 年以上 

大学院・専攻科・旧大学令による大学の大学院・研究科 同上 1 年以上 1 年以上 

技術士法による第二次試験のうち技術部門を建設部門、農業部門（選択科目を「農業農村工学」）、

森林部門（選択科目を「森林土木」）又は水産部門（選択科目を「水産土木」）とするものに合

格した者（技術士法施行規則の一部を改正する省令の施行の際、現に技術士法による第二次試

験のうちで技術部門を林業部門（選択科目を「森林土木」）、農業部門（選択科目を「農業土木」）

とするものに合格した者を含む。） 

一級建築士 

土木又は建築の技術に関して 10 年以上の実務の経験を有する者で国土交通大臣の認定する講

習を終了した者 

《提出書類一覧》 

提出書類一覧 

・上記に該当する場合には、許可申請書に設計者の資格に関する証明書 
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9. 申請手続き 

解説 

宅地造成等に関する工事の許可は次項で説明する許可申請手数料を納付のうえ申請してくださ

い。申請が技術的基準等に適合すると認められた時は許可証を交付します。許可証が交付された

後でしか着手することができません。 

標準処理期間 

宅地造成及び特定盛土等に関する工事の許可申請の標準処理日数については、原則として申

請のあった日から 30 日以内とします。事前審査を終えた後の許可申請から市長の許可までに要

する標準的な処理期間であり、申請内容等によっては標準処理期間を超える場合があります。 

【法】 

(宅地造成等に関する工事の許可) 

第十二条 

 宅地造成等工事規制区域内において行われる宅地造成等に関する工事については、工事主

は、当該工事に着手する前に、主務省令で定めるところにより、都道府県知事の許可を受け

なければならない。ただし、宅地造成等に伴う災害の発生のおそれがないと認められるもの

として政令で定める工事については、この限りでない。 

２ 都道府県知事は、前項の許可の申請が次に掲げる基準に適合しないと認めるとき、又

はその申請の手続がこの法律若しくはこの法律に基づく命令の規定に違反していると認め

るときは、同項の許可をしてはならない。 

略 

第十三条 略 

(許可証の交付又は不許可の通知) 

第十四条 都道府県知事は、第十二条第一項の許可の申請があつたときは、遅滞なく、許可又

は不許可の処分をしなければならない。 

２ 都道府県知事は、前項の申請をした者に、同項の許可の処分をしたときは許可証を交付

し、同項の不許可の処分をしたときは文書をもつてその旨を通知しなければならない。 

３ 宅地造成等に関する工事は、前項の許可証の交付を受けた後でなければ、することができ

ない。 

４ 第二項の許可証の様式は、主務省令で定める。 
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10. 許可申請手数料 

許可申請時に、下表に掲げる手数料（現金）を名古屋市指定金融機関、または市会計管理者

等へ納めてください。納付書は、住宅都市局建築指導部開発指導課にあります。 

なお、手数料の算出では造成をする前後の地盤面の標高差が 30㎝以下の範囲も含めます。 

表 2－6 宅地造成、特定盛土等に関する工事の許可申請手数料 

（令和 7年 5月 19日施行） 

工事をする土地の面積 
盛土又は切土をする

場合の手数料（円） 

  500 ㎡ 以内のもの 16,000 

500 ㎡ を超え 1,000 ㎡  〃 28,000 

1,000 ㎡  〃 2,000 ㎡  〃 40,000 

2,000 ㎡  〃 3,000 ㎡  〃 60,000 

3,000 ㎡  〃 5,000 ㎡  〃 75,000 

5,000 ㎡  〃 10,000 ㎡  〃 100,000 

10,000 ㎡  〃 20,000 ㎡  〃 157,000 

20,000 ㎡  〃 40,000 ㎡  〃 244,000 

40,000 ㎡  〃 70,000 ㎡  〃 389,000 

70,000 ㎡  〃 100,000 ㎡  〃 559,000 

100,000 ㎡ を超えるもの 728,000 

※許可申請手数料について消費税はかかりません。 

手数料の減免 

名古屋市宅地造成及び特定盛土等規制法施行条例第 6条により 

一 公共団体、公益財団法人その他これに類する者が申請するとき 全額免除 

二 公益上の必要、災害その他特別の事由があって、市長がやむを得ないと認めた工事につ 

いて申請するとき 市長がそのつど定める額の免除 

 以上、手数料の減免を受けようとする者は、細則第 21 号様式による手数料減免申請書を、

許可の申請の際にあわせて提出してください。 
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11. 工事内容の公表 

【法】 

(宅地造成等に関する工事の許可) 

第十二条  

１～３ 略 

４ 都道府県知事は、第一項の許可をしたときは、速やかに、主務省令で定めるところによ

り、工事主の氏名又は名称、宅地造成等に関する工事が施行される土地の所在地その他主

務省令で定める事項を公表するとともに、関係市町村長に通知しなければならない。 

【省令】 

(宅地造成等に関する工事の許可に係る公表の方法) 

第九条 法第十二条第四項(法第十六条第三項において準用する場合を含む。次条において同

じ。)の規定による公表は、インターネットの利用その他の適切な方法により行うものとす

る。 

 (宅地造成等に関する工事の許可に係る公表事項) 

第十条 法第十二条第四項の主務省令で定める事項は、次に掲げるものとする。 

一 宅地造成等に関する工事が施行される土地の位置図 

二 工事の許可年月日及び許可番号 

三 工事施行者の氏名又は名称 

四 工事の着手予定年月日及び工事の完了予定年月日 

五 盛土若しくは切土の高さ又は土石の堆積の最大堆積高さ 

六 盛土若しくは切土をする又は土石の堆積を行う土地の面積 

七 盛土若しくは切土の土量又は土石の堆積の最大堆積土量 

解説 

 宅地造成等に関する工事で許可をしたものは、法令に基づき下記の事項をインターネットで公

表します。なお、システムなどの都合上リアルタイムの情報ではありません。 

公表事項 

１． 工事主の氏名又は名称 

２． 工事が施行される土地の所在地 

３． 工事が施行される土地の位置図 

４． 工事の許可年月日及び許可番号 

５． 工事施行者の氏名又は名称 

６． 工事の着手予定年月日及び工事の完了予定年月日 

７． 盛土若しくは切土の高さ 

８． 盛土若しくは切土をする土地の面積 

９． 盛土若しくは切土の土量
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12. 他の法令との関連 

(1)建築基準法 

盛土規制法により許可を受けなければならない場合の擁壁の設置については、建築基準法に

よる工作物の確認申請は必要ありません。 

(2)都市計画法 

宅地造成等工事規制区域内において行われる宅地造成及び特定盛土等について当該宅地造成

等工事規制区域の指定後に都市計画法の開発許可を受けたときは、当該宅地造成及び特定盛土

等に関する工事については、盛土規制法の許可を受けたものとみなします。（みなし許可） 

ただし、みなし許可は当初の開発許可に限り適用されるため、開発許可の変更許可時に盛土

規制法の許可対象に該当した場合は改めて盛土規制法の許可を受ける必要があります。 

また、盛土規制法に伴う都市計画法の改正等による主な影響は以下のとおりです。 

 ・盛土規制法の技術的基準への適合が必要となります。 

 ・株式会社であれば会社法上の役員のうちの取締役など、法人の業務を執行する者・当該事業について決定権

を持つ者全員

表 2－7 都市計画法の開発許可によるみなし許可の場合の適用規定 

内容 盛土規制法 備考 

住民への周知 ―  

工事の許可 (土地所有者等の同意等) ― 都市計画法の規定に従う 

工事の技術的基準等 適用 都市計画法第 33 条第 1項第 7号より引用 

許可証の交付又は不許可の通知 ― 都市計画法の規定に従う 

変更の許可等 ― 都市計画法の規定に従う 

完了検査等 ― 都市計画法の規定に従う 

中間検査、定期報告 適用  

監督処分 適用  

標識の提示 適用  

(3)その他 

以上のほかに他の法令との関連は定められていませんので次の点に十分注意してください。 

ア 都市計画法、農地法、森林法、急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律、砂防法等

の法令により宅地造成又は特定盛土等をすることを制限または禁止されている土地がありま

すので、あらかじめ調査してください。 

イ 都市計画法、道路法、河川法、下水道法、砂防法、土地区画整理法、急傾斜地の崩壊による

災害の防止に関する法律等の法令により認可、許可、届出、同意等を必要とすることがあり

ますのでそれぞれ別途に手続きを行ってください。 

ウ 建築物の敷地にする目的で宅地造成又は特定盛土等に関する工事の許可を受けても、建築

基準法による建築確認、道路の位置の指定が受けられないことがありますので、関係機関と

の打合せ等の後、宅地造成又は特定盛土等に関する工事の許可申請書を提出してください。 
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Ⅲ 工事着手から完了までについて

1. 標識の掲示 

【法】 

（標識の掲示） 

第四十九条 第十二条第一項若しくは第三十条第一項の許可を受けた工事主又は第二十七条第

一項の規定による届出をした工事主は、当該許可又は届出に係る土地の見やすい場所に、主

務省令で定めるところにより、氏名又は名称その他の主務省令で定める事項を記載した標識

を掲げなければならない。 

【省令】 

（標識の様式及び記載事項） 

第八十七条 宅地造成又は特定盛土等に関する工事について、法第四十九条の規定により工事

主が掲げる標識は、別記様式第二十三によるものとする。 

２ 略 

３ 法第四十九条の主務省令で定める事項は、次に掲げるものとする。 

一 工事主の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

二 工事の許可年月日及び許可番号又は工事の届出年月日 

三 工事施行者の氏名又は名称 

四 現場管理者の氏名又は名称 

五 工事の着手予定年月日及び工事の完了予定年月日 

六 宅地造成等に関する工事を行う土地の区域の見取図 

七 盛土若しくは切土の高さ又は土石の堆積の最大堆積高さ 

八 盛土若しくは切土をする又は土石の堆積を行う土地の面積 

九 盛土若しくは切土の土量又は土石の堆積の最大堆積土量 

十 工事に係る問合せを受けるための工事関係者の連絡先 

十一 許可又は届出を担当した都道府県の部局の名称及び連絡先

解説 

許可を受けた工事を行うときは、その工事の期間中、工事現場の見やすい箇所に次の標識に必

要な事項を記入して掲示してください。 
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図 3－1 標識 

（注意） 

1．白地に黒字書きしてください。 

2．見やすい場所へ掲示してください。 

3．できるだけ脚をつけ立ててください。 

4．1 欄の工事主、4 欄の工事施行者又は 5 欄の現場管理者が法人であるときの氏名は、当該法人

の名称及び代表者の氏名を記入してください。 

5．2、3、9及び 10 欄は、許可証の交付を受けた工事においては、当該許可証の許可番号、許可期

間をそれぞれ記入してください。 

6．都市計画法による開発許可のみなし許可となる場合にも、盛土規制法に基づく標識の設置は必

要です。その際には 2欄の許可番号は開発許可番号を記入してください。 

7．見取図は許可等による区域を把握できる図（許可申請時の土地の平面図でも可） 

名古屋市役所
住宅都市局 開発指導課 
電話 052‐972‐2733 

名古屋市役所  
住宅都市局 開発指導課 
電話 052‐972‐2733 
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2. 計画の変更 

【法】 

（変更の許可等） 

第十六条 第十二条第一項の許可を受けた者は、当該許可に係る宅地造成等に関する工事の計

画の変更をしようとするときは、主務省令で定めるところにより、都道府県知事の許可を受

けなければならない。ただし、主務省令で定める軽微な変更をしようとするときは、この限

りでない。 

【省令】 

（軽微な変更） 

第三十八条 宅地造成又は特定盛土等に関する工事について、法第十六条第一項ただし書の主

務省令で定める軽微な変更は、次に掲げるものとする。 

一 工事主、設計者又は工事施行者の氏名若しくは名称又は住所の変更 

二 工事の着手予定年月日又は工事の完了予定年月日の変更 

２ 略

解説 

 工事の計画、工事主又は工事施行者等を変更するときに必要な手続きは、変更する事項又は内

容に応じて次の表のとおりです。 

表 3－1 変更する事項に応じた手続き等 

※一般承継とは、相続や法人の合併等により、法の許可等に基づく地位を承継することをいいます。

変更する事項又は内容 必要な手続き等 

工事の計画 

(工事期間の 

変更を除く。) 

変更によって変更前の工事の計画と同一性のない計画

となる場合 

（土石の堆積に関する工事から宅地造成又は特定盛土

等に関する工事への変更及びその逆の変更を含む。） 

新たな法第 12 条第 1項の許可申請 

（あわせて、取止め届出書を提出して

ください。） 

上記以外の工事の計画の変更 変更許可申請 

工事期間 
・工事の着手予定年月日 

・工事の完了予定年月日 
変更届出書の提出（軽微な変更） 

工事主 

工事主自体の変更（一般承継以外） 

新たな法第 12 条第 1項の許可申請 

あわせて取止め届出書（細則第 18 号

様式）を提出してください。 

工事主自体の変更（一般承継） 変更届出書の提出（軽微な変更） 

氏名若しくは名称又は住所の変更 変更届出書の提出（軽微な変更） 

設計者 
設計者自体の変更 変更許可申請 

氏名若しくは名称又は住所の変更 変更届出書の提出（軽微な変更） 

工事施行者 
工事施行者自体の変更 変更許可申請 

氏名若しくは名称又は住所の変更 変更届出書の提出（軽微な変更） 
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3. 変更許可申請手数料 

変更許可申請の手数料は、表 3－2 の項目ごとに該当する金額を合計した額を納めてください。 

表 3－2 変更許可申請手数料 

項目 手数料（円） 

ア 工事の設計の変更 

変更前の切土、盛土をする土地の面積(当該面積を減少させる

場合にあっては減少後の面積)に応じ表 2－6 に規定する額の

10 分の 1 

イ 切土又は盛土をする土地の

追加に関する設計の変更 

追加される切土、盛土をする土地の面積に応じ表 2－6 に規定

する額 

ウ その他の変更 10,000 円 

参考 

事例１ 工事の設計の変更はあるが造成面積の増減がない、若しくは造成面積が減る場合 

アのみ 

事例２ 工事の設計の変更があり、かつ造成面積が増え、その他の変更もある場合 

 ア＋イ＋ウ

事例３ 土地を分筆、合筆したことによる当該土地の地番の変更のみの場合 

 ウのみ

事例４ 設計者又は、工事施行者自体の変更のみの場合 

 ウのみ

※工事主、設計者又は工事施行者の氏名若しくは名称又は、住所の変更は省令 38 条における軽

微な変更に該当し変更届出書を提出（前頁参照） 

《提出書類一覧》 

提出書類一覧 

変更許可 

・宅地造成又は特定盛土等に関する工事の変更許可申請書（省令様式第 7号） 

軽微な変更 

・宅地造成等に関する工事の変更届出書（細則第 5号様式の 3） 
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4. 工事の中止等 

【条例】 

(許可工事等の取止め等) 

第二条 工事主は、法第 12 条第 1 項の許可を受けた工事、法第 15 条第 1 項の協議が成立し

た工事及び法第 16条第 1項の許可を受けた工事(同条第 3項において準用される法第15条

第 1項の工事を含む。) (以下これらを「許可工事等」という。)を中止し、取り止め、又は

再開しようとするときは、その旨を市長に届け出なければならない。

解説 

(1)中止とは工事の再開を前提として、一旦中止すること 

(2)再開とは中止していた工事を再開すること 

(3)取り止めとは許可を受けた後に、当該工事を取り止めること 

例１． 許可後に許可対象の造成計画が無くなった場合 

例２． 許可後に造成が許可不要なものに変更となった場合 

例３． 許可後に工事主の変更（一般承継以外）が生じた場合など 

(新しい工事主による新規許可申請が必要)

【補足】 

中止や取り止めを行う際には災害の発生を防止する措置を講じ、市担当者の確認を受ける必

要がありますので、事前に現地の写真をお持ちになりご相談ください。

《提出書類一覧》 

提出書類一覧 

・中止、取止め、再開届出書（細則第 18 号様式） 

 中止、取止め時には現地の状況がわかる図面及び写真を添付 
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5. 定期報告 

【法】 

（定期の報告） 

第十九条 第十二条第一項の許可（政令で定める規模の宅地造成等に関する工事に係る

ものに限る。）を受けた者は、主務省令で定めるところにより、主務省令で定める期間

ごとに、当該許可に係る宅地造成等に関する工事の実施の状況その他主務省令で定め

る事項を都道府県知事に報告しなければならない。

解説 

 工事が完了するまでの間は 3 ヵ月ごとに、宅地造成又は特定盛土等

（表 3－3 に示す規模のものに限る。）に関する工事については、定期報

告書（第 2号参考様式）に報告の時点における盛土又は切土をしている

土地及びその付近の状況を明らかにする写真その他の書類を添付して

提出してください。 

表 3－3 中間検査・定期報告が必要な宅地造成及び特定盛土等の規模 

中間検査・定期報告が必要な宅地造成及び特定盛土等の規模 

① 盛土で高さが 2m を超える崖を生ずるもの 

② 切土で高さが 5m を超える崖を生ずるもの 

③ 盛土と切土とを同時に行い、高さが 5mを超える崖を生ずるもの 

④ 盛土で高さが 5m を超えるもの（①③除く） 

⑤ 造成面積が 3,000 ㎡を超えるもの（①～④除く） 

表 3－4 報告する内容 

報告する内容 

・工事が施行される土地の所在地 

・工事の許可年月日及び許可番号 

・前回の報告年月日（2回目以降） 

・報告時点における盛土又は切土の高さ 

・報告時点における盛土又は切土の面積 

・報告時点における盛土又は切土の土量 

・報告時点における擁壁等に関する工事の施行状況 

【補足】 

定期報告について、2 回

目以降は前回報告から 3 か

月以内に行う必要がありま

す。 

休止中の工事の他、着手前

や準備工など現場が動いて

いない場合においても、許

可を受けた時点から完了ま

での間、定期報告は必要で

す。 

都市計画法上の開発許可で、

盛土規制法の許可を受けた

ものとみなされる（みなし

許可 P31 参照）ものは盛土

規制法における定期報告が

必要となります。 

《提出書類一覧》 

提出書類一覧 

・定期報告書（第 2号参考様式）、状況がわかる写真 
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6. 中間検査 

【法】 

（中間検査） 

第十八条 第十二条第一項の許可を受けた者は、当該許可に係る宅地造成又は特定盛土

等（政令で定める規模のものに限る。）に関する工事が政令で定める工程（以下この条

において「特定工程」という。）を含む場合において、当該特定工程に係る工事を終え

たときは、その都度主務省令で定める期間内に、主務省令で定めるところにより、都道

府県知事の検査を申請しなければならない。 

２ 都道府県知事は、前項の検査の結果、当該特定工程に係る工事が第十三条第一項の規

定に適合していると認めた場合においては、主務省令で定める様式の当該特定工程に

係る中間検査合格証を第十二条第一項の許可を受けた者に交付しなければならない。 

３ 特定工程ごとに政令で定める当該特定工程後の工程に係る工事は、前項の規定によ

る当該特定工程に係る中間検査合格証の交付を受けた後でなければ、することができ

ない。 

 略

解説

宅地造成又は特定盛土等（表 3－3 に示す規模のものに限る。）に関する工事で盛土をする前の地

盤面又は切土をした後の地盤面に排水施設を設置する工程を特定工程といいます。特定工程に係

る工事を終えたときは、その都度４日以内に中間検査申請書を提出し中間検査を受けてください。 

特定工程後の工程に係る工事（排水施設の周囲を砕石その他の資材で埋める工事）は、中間検

査合格証の交付を受けた後でなければ行うことはできません。 

《提出書類一覧》 

提出書類一覧 

・中間検査申請書（省令様式第 13号）、写真

図 3－2 特定工程 

太枠が中間検査

の対象
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7. 段階確認 

解説 

上記の工程に達したときは、必ず段階確認を受けてください。 

又、上記の確認項目は標準として示すものであり、追加や変更を指示す

ることがあります。 

段階確認を受けるには、開発指導課の区担当職員に電話し、検査日時等

を打合せしてください。混み具合により御希望に沿えない場合がありま

す。 

【補足】 

段階確認は法第 13 条に

より、技術的基準を満たし

ているかを確認するために

おこなっているものです。

段階確認を受検しない場合、

検査済証が発行出来ない恐

れがあります。 

《提出書類一覧》 

提出書類一覧 

・許可証交付時にお渡しする詳細を記した書面を参照してください。

中間検査以外で工事の適正な施工を確認するために段階確認を受けてください。対象となる

工種は以下①～④を標準とします。なお確認方法など詳細を記した書面を許可証交付時にお渡

しします。 

①練積み造擁壁 

ア 基礎掘さく完了時 

イ 前面 GL まで積上げ時 

② 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ擁壁 

ア 基礎掘さくが完了時 

イ 基礎・たて壁の配筋完了時 

③無筋ｺﾝｸﾘｰﾄ擁壁 

ア 基礎掘さく完了時 

イ 型枠設置完了時 

④ 傾斜地盤上（1:4 以上）の盛土 

ア 段切り完了時 

※基礎掘さく完了時の確認は、基礎砕石・栗石等の施工前に受けてください
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8. 完了検査 

【法】 

（完了検査等） 

第十七条 宅地造成又は特定盛土等に関する工事について第十二条第一項の許可を受けた者

は、当該許可に係る工事を完了したときは、主務省令で定める期間内に、主務省令で定める

ところにより、その工事が第十三条第一項の規定に適合しているかどうかについて、都道府

県知事の検査を申請しなければならない。 

２ 都道府県知事は、前項の検査の結果、工事が第十三条第一項の規定に適合していると認め

た場合においては、主務省令で定める様式の検査済証を第十二条第一項の許可を受けた者に

交付しなければならない。 

３ 略 

【省令】 

(完了検査の申請期間) 

第三十九条 法第十七条第一項の主務省令で定める期間は、工事が完了した日から四日以内と

する。 

(完了の検査の申請) 

第四十条 法第十七条第一項の検査を申請しようとする者は、別記様式第九の完了検査申請書

を都道府県知事に提出しなければならない。

解説 

《提出書類一覧》 

提出書類一覧 

・完了検査申請書（省令様式第 10号） 

添付資料 

・写真及び竣工図（平面図のみ） 

【補足】 

工事完了とは宅地造成及び特定

盛土等に関する工事とこれに関

連して行われる擁壁又は排水施

設の設置等の工事が許可したと

おりに出来上がっており、かつ、

工事用の資材・重機が搬出され

た状態をいいます。

【その他】 

長期間にわたる団地等造成工事の場合は、造成工事が工区単位で完成し、諸条件を満たすと

きは、その一部について完了検査を受けることができます。一部完了検査を受けるときは、一

部完了検査申請書（細則第 16号様式）を提出してください。 

宅地造成及び特定盛土等に関する工事が完了

完了した日から４日以内に工事の完了検査申請書等を提出

検査の結果、技術的基準に適合している場合は、検査済証

を交付
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9. 工事の届出

【法】 

（工事等の届出） 

第二十一条 宅地造成等工事規制区域の指定の際、当該宅地造成等工事規制区域内におい

て行われている宅地造成等に関する工事の工事主は、その指定があつた日から二十一日

以内に、主務省令で定めるところにより、当該工事について都道府県知事に届け出なけれ

ばならない。 

２ 都道府県知事は、前項の規定による届出を受理したときは、速やかに、主務省令で定め

るところにより、工事主の氏名又は名称、宅地造成等に関する工事が施行される土地の

所在地その他主務省令で定める事項を公表するとともに、関係市町村長に通知しなけれ

ばならない。 

３ 宅地造成等工事規制区域内の土地（公共施設用地を除く。以下この章において同じ。）

において、擁壁等に関する工事その他の工事で政令で定めるものを行おうとする者（第十

二条第一項若しくは第十六条第一項の許可を受け、又は同条第二項の規定による届出を

した者を除く。）は、その工事に着手する日の十四日前までに、主務省令で定めるところ

により、その旨を都道府県知事に届け出なければならない。 

４ 宅地造成等工事規制区域内において、公共施設用地を宅地又は農地等に転用した者（第

十二条第一項若しくは第十六条第一項の許可を受け、又は同条第二項の規定による届出

をした者を除く。）は、その転用した日から十四日以内に、主務省令で定めるところによ

り、その旨を都道府県知事に届け出なければならない。 

【政令】 

(届出を要する工事) 

第二十六条 法第二十一条第三項の政令で定める工事は、擁壁若しくは崖面崩壊防止施設

で高さが二メートルを超えるもの、地表水等を排除するための排水施設又は地滑り抑止

ぐい等の全部又は一部の除却の工事とする。 

２ 前項の崖面崩壊防止施設の高さは、崖面崩壊防止施設の前面の上端と下端(当該前面の

下部が地盤面と接する部分をいう。)との垂直距離によるものとする。 

【省令】 

（宅地造成等工事規制区域内において行われている宅地造成等に関する工事の届出の方法）

第五十二条 宅地造成又は特定盛土等に関する工事について、法第二十一条第一項の規定

による届出をしようとする者は、別記様式第十五の届出書を提出しなければならない。 

２ 前項の届出書が令第二十三条各号に掲げる規模の宅地造成又は特定盛土等に関する工

事の届出に係るものであるときは、当該届出書には、次の表に掲げる図面並びに盛土又は

切土をしている土地及びその付近の状況を明らかにする写真その他の書類を添付しなけ

ればならない。 
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【省令】 

（宅地造成等工事規制区域内において行われている宅地造成等に関する工事の届出に係る

公表事項） 

第五十四条 法第二十一条第二項の主務省令で定める事項は、次に掲げるものとする。 

一 宅地造成等に関する工事が施行される土地の位置図 

二 工事の届出年月日 

三 工事施行者の氏名又は名称 

四 工事の着手年月日及び工事の完了予定年月日 

五 盛土若しくは切土の高さ又は土石の堆積の最大堆積高さ 

六 盛土若しくは切土をする又は土石の堆積を行う土地の面積 

七 盛土若しくは切土の土量又は土石の堆積の最大堆積土量 

(擁壁等に関する工事の届出) 

第五十五条 法第二十一条第三項の規定による届出をしようとする者は、別記様式第十七

の届出書を提出しなければならない。 

 (公共施設用地の転用の届出) 

第五十六条 法第二十一条第四項の規定による届出をしようとする者は、別記様式第十八

の届出書を提出しなければならない。

図面の種類 明示すべき事項 備考 

位置図 縮尺、方位、道路及び目標となる地物  

地形図 縮尺、方位及び土地の境界線 等高線は、二メートルの標

高差を示すものとすること。

土地の 

平面図 

縮尺、方位及び土地の境界線並びに盛土又は

切土をする土地の部分、崖、擁壁、崖面崩壊

防止施設、排水施設及び地滑り抑止ぐい又は

グラウンドアンカーその他の土留の位置 

植栽、芝張り等の措置を行う

必要がない場合は、その旨を

付すること。 

解説 

次の(1)(2)(3)に該当する場合には届出が必要です。 

（１） 名古屋市では、盛土規制法の運用開始に伴い、令和 7年 5月 19 日（月）より市内全

域を宅地造成等工事規制区域に指定されますが、運用が開始される前に着手された盛土

規制法の許可対象となる規模の盛土等については、運用開始日から 21 日以内（6月 9 日

までに）に工事の届出書の提出が必要となります。ただし、旧法の規制区域において令和

7 年 5月 19 日（月）よりも前に旧法の許可又は都市計画法の開発許可を受けた工事につ

いては、届出は不要です。 

届出後には、工事主の氏名又は名称、宅地造成等に関する工事が施行される土地の所在地な

どを公表します。 
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《届出書類一覧》 

届出書類一覧 

・宅地造成又は特定盛土等に関する工事の届出書（省令様式第 15） 

・現地の状況がわかる写真 

次の①～⑤に示す規模以上の場合は以下の資料も添付が必要 

① 盛土で高さが 2m を超える崖を生ずるもの 

② 切土で高さが 5m を超える崖を生ずるもの 

③ 盛土と切土とを同時に行い、高さが 5mを超える崖を生ずるもの 

④ 盛土で高さが 5m を超えるもの（①③除く） 

⑤ 造成面積が 3,000 ㎡を超えるもの（①～④除く） 

添付資料 

・位置図 

・地形図（現況図） 

・土地の平面図（計画平面図） 

・土地の断面図 

（2） 規制区域内において次の工事を施行する時は、着工する日の 14 日前までに市長に届け出

なければなりません。 

ア 高さが 2メートルを超える擁壁若しくは崖面崩壊防止施設の全部または一部の除却 

イ 雨水その他の地表水等を排除するための排水施設の全部または一部の除却 

ウ 地滑り抑止ぐい等の全部または一部の除却 

《届出書類一覧》 

届出書類一覧 

・擁壁等に関する工事の届出書（省令様式第 17） 

・現地の状況がわかる写真 

添付資料 

・位置図 

・地形図（現況図） 

・土地の平面図（計画平面図） 

 ・土地の断面図 

・排水施設の平面図 
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（3） 規制区域内において公共施設用地を宅地又は農地等に転用したときは、転用した日から 14

日以内に市長に届け出なければなりません。 

《届出書類一覧》 

届出書類一覧 

・公共施設用地の転用の届出書（省令様式第 18） 

添付資料 

・位置図 

表 3－5 届出書に添付する図面描き方

図面の種類 縮尺 明示すべき事項 備考 

位置図 
1/2,500

以上
縮尺、方位、道路及び目標となる地物  

地形図 

（現況図） 

1/100

以上
縮尺、方位及び土地の境界線 

等高線は、二メートルの標

高差を示すものとするこ

と。 

土地の平面図

(計画平面図) 

1/100

以上

縮尺、方位及び土地の境界線並びに盛土又

は切土をする土地の部分、崖、擁壁、崖面

崩壊防止施設、排水施設及び地滑り抑止ぐ

い又はグラウンドアンカーその他の土留

の位置 

植栽、芝張り等の措置を行

う必要がない場合は、その

旨を付すること。 

土地の断面図 
1/100 

以上

・縮尺、現況地形線（細く）、計画線（太く）

及び現況地盤高と計画地盤高 

・法または擁壁その他の構造物の種類、全

高、見かけ高さ、天端高、および根入れ

寸法（許可を要する擁壁は赤色に着色） 

・盛土、切土をする土地の部分の着色（盛

土は薄い赤色、切土は黄色） 

排水施設の平

面図 

1/100 

以上 

・縮尺、方位、施行範囲の境界（赤線） 

・排水施設の位置(青色で着色）、種類、形状、

内法寸法、勾配、延長及び流水方向 

・放流先の名称 

・集水系統ブロック記号、集水方向 

・土地の地表面（コンクリート打ち・砕石敷・

As 舗装、芝張等）
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10.  土地の保全義務 

【法】 

（土地の保全等） 

第二十二条 宅地造成等工事規制区域内の土地の所有者、管理者又は占有者は、宅地造成等（宅

地造成等工事規制区域の指定前に行われたものを含む。次項及び次条第一項において同じ。）

に伴う災害が生じないよう、その土地を常時安全な状態に維持するように努めなければなら

ない。 

２ 都道府県知事は、宅地造成等工事規制区域内の土地について、宅地造成等に伴う災害の防

止のため必要があると認める場合においては、その土地の所有者、管理者、占有者、工事主

又は工事施行者に対し、擁壁等の設置又は改造その他宅地造成等に伴う災害の防止のため必

要な措置をとることを勧告することができる。 

（改善命令） 

第二十三条 都道府県知事は、宅地造成等工事規制区域内の土地で、宅地造成若しくは特定盛

土等に伴う災害の防止のため必要な擁壁等が設置されておらず、若しくは極めて不完全であ

り、又は土石の堆積に伴う災害の防止のため必要な措置がとられておらず、若しくは極めて

不十分であるために、これを放置するときは、宅地造成等に伴う災害の発生のおそれが大き

いと認められるものがある場合においては、その災害の防止のため必要であり、かつ、土地

の利用状況その他の状況からみて相当であると認められる限度において、当該宅地造成等工

事規制区域内の土地又は擁壁等の所有者、管理者又は占有者（次項において「土地所有者等」

という。）に対して、相当の猶予期限を付けて、擁壁等の設置若しくは改造、地形若しくは盛

土の改良又は土石の除却のための工事を行うことを命ずることができる。 

２ 前項の場合において、土地所有者等以外の者の宅地造成等に関する不完全な工事その他の

行為によって同項の災害の発生のおそれが生じたことが明らかであり、その行為をした者（そ

の行為が隣地における土地の形質の変更又は土石の堆積であるときは、その土地の所有者を

含む。以下この項において同じ。）に前項の工事の全部又は一部を行わせることが相当である

と認められ、かつ、これを行わせることについて当該土地所有者等に異議がないときは、都

道府県知事は、その行為をした者に対して、同項の工事の全部又は一部を行うことを命ずる

ことができる。 

３ 第二十条第五項から第七項までの規定は、前二項の場合について準用する。 
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1. 許可申請書記入例               Ⅳ 参考資料

46 
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47 
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2. 変更許可申請書記入例 

48 
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2. 図面記載例 以下に許可申請書に添付する図面の見本を示します。 

【計画平面図・断面図】 

49 
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50 
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3. 許可の要否事例 

表 4－1 許可の要否事例 

事 例 許可の判断 

事
例
1

法面（崖でない）に盛土、切土の工事で崖が生

ずる場合

擁壁前面の高低差 Hにて、許可申

請が必要となるかを判断する。 

H が盛土に対して 1m 超、切土に対し

て 2m超の崖が生ずるもの 

↓ 

許可が必要 

補足 

根入れは擁壁前面の直近ではな

く、擁壁前面から 1.5ⅿかつ 0.4Ｈ

ⅿの水平距離の範囲で確保してくだ

さい。 

事
例
2

切土の工事で崖が生ずる場合 2m を超える切土の崖が生ずるもの 

↓ 

許可が必要 

事
例
3

盛土の工事で崖が生ずる場合 1m を超える盛土の崖が生ずるもの 

↓ 

許可が必要 

事
例
4

法面を擁壁で覆われた崖にする場合 盛土の崖の高さは 1m 以下である

が、盛土と切土を合わせると 2m を超

える崖が生ずるもの 

↓ 

許可が必要 
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事 例 許可の判断 

事
例
5

建築物の根切工事、切土及び盛土の工事 盛土の崖の高さは 1m 以下である

が、切土又は盛土をする土地の面積が

500m2を超えるもの 

↓ 

許可が必要 

建築物外周に接する盛土と建築物

下部の盛土（イロハニ）について

も、盛土をする土地の面積に含む。 

建築物の基礎構築のための根切り

工事の部分（ニハヘホ）は、切土を

する土地の面積から除いてもよい。 

事
例
6

事例 2、3、4に該当しない盛土又は切土の工事 原地盤線から 30 ㎝以内の高さの盛

土または切土については、軽微な行為

として、「盛土または切土をする土地

の面積」から除外してもよい。「盛土

又は切土をする土地の面積」は（イロ

ハニ）及び（ホヘトチ）の面積の合計

となり、この面積が 500m2を超えるも

の 

↓ 

許可が必要 

事
例
7

盛土で高さが 2m 越える場合 見かけ高さ（H1）が 1m 以下の任意

擁壁で、背面を 30 度以下で盛土をし

盛土の高さ（H2）が 2m を超えるもの 

↓ 

許可が必要 

盛土規制法により新たに追加され

た許可要件で、1m以下の崖としては

許可が不要ですが、盛土で高さ 2m越

えに該当 

H
2
>2m 

任意擁壁 

H
1
≦1m 

盛土 

盛土 

θ≦30° 
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事 例 許可の判断 

事
例
8

側溝がある場合 側溝がある場合、側溝天端からの

見かけ高さ Hが盛土で 1mを超える崖

（原則、現地盤による崖を含める）

が生じるもの 

↓ 

許可が必要 

事
例
9

建築物で土を留める場合 盛土で 1mまたは切土で 2m を超え

る崖が生じるが、建築物（基礎を含

む）で土を止めるもの 

↓ 

許可は不要 

事
例
10

間知ブロック積擁壁を鉄筋コンクリート擁壁

に造り替える場合 

盛土の崖の高さが 1m を超えるもの 

↓ 

許可が必要 
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事 例 許可の判断 

事
例
11

道路幅員確保（セットバック等）のため宅地内

に擁壁を設置する場合 

切土の崖の高さが 2m を超えるもの 

↓ 

許可が必要 

事
例
12

既存擁壁の補強のため築造する場合 既存の擁壁を残し、その前面に張り

合わせる擁壁 

↓ 

許可は不要 

※なお、擁壁の高さが 2mを超える場

合は、建築基準法に基づく工作物の

確認申請手続きが必要となる。 

事
例
13

擁壁の構造を変えずに造り替える場合 既存の擁壁の造り替えで、擁壁の高

さ、位置及び地盤面の形状や見かけ高

さが同じのもの 

↓ 

許可は不要 

※なお、擁壁の高さが 2mを超える場

合は、建築基準法に基づく工作物の

確認申請手続きが必要となる。 
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事 例 許可の判断 

事
例
14

既存の義務擁壁上部の地盤面を変更する場合 既存の義務擁壁で擁壁上部の地盤

面が変更され、土圧が変わることに

より構造の変更が必要 

↓ 

許可が必要 

※上部の斜面まで考慮に入れた構造

とする必要があります。技術指針 P54

「上部に斜面がある場合の擁壁の構

造」参照 

事
例
15

既設擁壁を造り替えるにあたり、擁壁の高さ、

位置は変えないが、擁壁下部の地盤面を変更する

場合 

政令 3 条に規定する土地の形質の

変更を生じているものとして取り扱

う。左図では切土 2m 越えとなる。 

↓ 

許可が必要 

事
例
16

既存の義務擁壁を造り替えるにあたり、擁壁の

構造を変更する場合 

政令 3 条に規定する土地の形質の

変更を生じているものとして取り扱

う 

↓ 

許可が必要 

新設 盛土 
30°以下 

造り替える前の地盤面 
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事 例 許可の判断 

事
例
17

既存の義務擁壁を造り替えるにあたり、擁壁

の前面の位置（下端の位置）が変更されている

場合 

政令 3 条に規定する土地の形質の

変更を生じているものとして取り扱

う 

↓ 

許可が必要 

事
例
18

建物の一部が擁壁を兼ねる場合 政令 3条に規定する土地の形質の

変更を生じていないものとして取り

扱う（盛土規制法の規制対象外） 

↓ 

許可は不要 

事
例
19

建築物の建築・解体に伴う掘削・埋戻し 

（埋戻しの範囲は埋め戻す周囲の地盤高さまで）

政令 3条に規定する土地の形質の

変更を生じていないものとして取り

扱う（盛土規制法の規制対象外） 

↓ 

許可は不要 

※埋戻しは埋め戻す周囲の地盤高さ

を超えるものは盛土として取り扱

う。 
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事 例 許可の判断 

事
例
20

機械式駐車場 底盤と一体となった土留め壁は、

擁壁と扱わない。 

↓ 

許可は不要 

参考：名古屋市建築基準関係法令集

(2023 年度) 

事
例
21

機械式駐車場 基礎を兼ねる土留め壁は、擁壁と

扱わない。 

↓ 

許可は不要 

参考：名古屋市建築基準関係法令集

(2023 年度) 

事
例
22

機械式駐車場 基礎を兼ねる土留め壁は、擁壁と

扱わない。 

↓ 

許可は不要 

参考：名古屋市建築基準関係法令集

(2023 年度) 



58 

事 例 許可の判断 

事
例
23

窪地を四方の土地の高さに合わせて嵩上げす

る場合 

窪地を四方の高さに合わせて嵩上

げを行って平坦にした面(基準面）を

基準として、工事完了後の盛土との

高さや面積が規制対象規模を超えな

い場合 

↓ 

許可は不要 

事
例
24

窪地を四方の土地より高く盛土をする場合 窪地を四方の高さに合わせて嵩上

げを行って平坦にした面(基準面）を

基準として、工事完了後の盛土との

高さや面積が規制対象規模を超えな

い場合 

↓ 

許可は不要 

事
例
25

盛土による堤体を有する人工池を埋める場合 埋め立てる盛土と人工池の堤体を

一体的な盛土として扱い、堤体の基礎

地盤面を基準として工事完了後の盛

土の高さや面積が規制対象規模を超

える場合 

↓ 

許可が必要 

事 例 許可の判断 
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事
例
26

農地及び採草放牧地において行われる通常の

営農行為 

① けい畔の高さまで嵩上げする場合や、窪地を

周囲の一番低い土地の高さまで嵩上げする場合

は規制対象外 

② 平坦な基準面を基準にして、基準面を超えて

嵩上げした高さが規制対象規模（30cm）を超えな

ければ規制対象外 

③ 表土の補充高が表土基準以下であれば通常の

営農行為に該当し、規制対象外（工事後に嵩上げ

盛土と表土補充が明確な場合に限る） 

※表土基準は 30cm とする 

通常の生産活動並びに圃場管理の

ための耕起、代かき、整地、畝立て、

けい畔の新設、補修及び除去、表土の

補充であって、その前後の土地の地盤

面の標高差が 30cm を超えないもの

（盛土規制法の規制対象外） 

↓ 

許可は不要 
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（問合せ先）

名古屋市 住宅都市局

建築指導部 開発指導課 宅地規制担当

区ごとに担当を割り当てておりますので、

窓口へお越しの際などは、事前にご予約お願いします。

お問い合わせ（窓口、電話ともに）

時間  9：00～11：30、13：00～16：30（開庁日に限る） 

TEL 052－972－2733

E－mail a2733@jutakutoshi.city.nagoya.lg.jp 

HP 右記 QR コードを参照してください 


